
歳入

（※１）町民税 ２億6,535万円、 固定資産税 ２億9,443万円、
　　　軽自動車税 3,055万円、 市町村たばこ税 159万円、
　　　鉱産税‌２8万円、 入湯税 1,190万円、 都市計画税‌1，698万円

（単位：千円、％）■令和7年度歳入歳出決算額及び対前年度比較表

令和７年度

一般会計歳入総額

82億5,382万円大
型
事
業
の
着
手
に
よ
る
普
通
建
設
事
業
費
の
増
に
よ
り
、

歳
入
歳
出
と
も
に
増
加

町
議
会
９
月
定
例
会
で
令
和
７
年
度
の
大
石
田
町
決
算
が
承
認
さ
れ
ま
し
た
。
町
の
予
算
は
、

町
民
の
皆
さ
ん
が
納
め
た
税
金
を
は
じ
め
、
国
や
県
か
ら
の
補
助
金
や
地
方
交
付
税
な
ど
で
構

成
さ
れ
て
い
ま
す
。

財
源
の
内
訳
や
町
に
入
っ
て
き
た
お
金
が
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、
一
般
会
計
を
中
心

に
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決
算
報
告

区　　　分 歳入決算額 歳出決算額
歳　　入 歳　　出

前年度比較 増減率 前年度比較 増減率

一　般　会　計 8,253,818 7,638,882 1,494,348 22.1 1,284,011 20.2

特
別
会
計

国民健康保険 847,713 757,513 30,121 3.7 36,026 5.0

介護保険 924,284 844,402 △24,602 △2.6 △27,444 △3.1

後期高齢者医療 134,597 130,161 11,980 9.8 9,377 7.8

一般会計＋特別会計 10,160,412 9,370,958 1,511,847 17.5 1,301,970 16.1

繰越金
4億460万円
4．９％

繰入金
９億3,523万円
11．3％

分担金及び負担金
604万円 0．1％

諸収入
7,04９万円
0．8％

その他
6億９,776万円
8．5％

地方交付税
28億4,236万円
34．4％

国庫支出金
9億3,782万円
11．4％

地方消費税交付金
1億7，471万円
2．1％

地方譲与税
4,4９8万円
0．6％

県支出金
3億4,51９万円
4．2％

町債
11億4,480万円
13．９％

自主財源
33．1％

依存財源
66．９％

その他
2,876万円
0．3％

町税（※１）
6億2,108万円
7．5％
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歳出

　標準的な行政サービスを
提供する経費のうち、町が
自前で調達できる財源（町
税や使用料等）がどのくら
いかを表した数値。１に近
いほど自前で資金を調達で
き、財源に余裕があるとい
うことを示しています。
　大石田町では財源の約
22％を自前で調達し、残り
を国や県などに依存してい
ることを表しています。

　町の財政規模に対して、
公債費（借金返済額）に相当
するものなどがどれくらい
の割合なのかを示す比率で
す。
25.0％を超えると国また

は県の管理下で財政運営を
することになります。

　町の財政規模に対して町
が将来支払っていく負担等
を表す比率です。
350.0％を超えると国ま

たは県の管理下で財政運営
をすることになります。

財政力指数 実質公債費比率

将来負担比率

■財政指標等でみる町の財政状況

一般会計歳出総額 76億3,888万円
大
石
田
町
の
一
般
会
計
の
決
算
は
、歳
入
総
額
が
82
億
5
千
3
8
2
万
円
、

歳
出
総
額
は
76
億
3
千
8
8
8
万
円
と
な
り
、
前
年
度
に
比
べ
歳
入
は
14
億

9
千
4
3
4
万
8
千
円
、
22
・
1
％
の
増
、
歳
出
は
12
億
8
千
4
0
1
万
1

千
円
、
20
・
2
％
の
増
と
な
リ
ま
し
た
。

歳
出
が
増
と
な
っ
た
主
な
要
因
は
、
給
与
改
定
等
に
よ
る
人
件
費
の
増
、

統
合
小
学
校
整
備
事
業
や
旧
横
山
保
育
園
解
体
工
事
な
ど
に
よ
る
普
通
建
設

事
業
費
の
増
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

歳
入
が
増
と
な
っ
た
要
因
は
、
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
に
よ
る
寄
附
金
が
減

と
な
っ
た
一
方
で
、
特
別
交
付
税
を
含
め
た
地
方
交
付
税
の
増
、
統
合
小
学

校
整
備
事
業
な
ど
に
伴
う
公
立
学
校
施
設
整
備
費
負
担
金
な
ど
の
国
庫
支
出

金
の
増
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

大
型
事
業
の
着
手
に
よ
る
普
通
建
設
事
業
費
の
増
に
よ
り
、

歳
入
歳
出
と
も
に
増
加

令和7年度　0.215
令和6年度　0.216

令和7年度　10.5％
令和6年度　10.7％

令和7年度　4.8％
令和6年度　2.4％
？

？？ 財政力指数 実質公債費比率

将来負担比率
※実質赤字比率、連結実質赤
字比率は黒字のため比率が
ありません。また、簡易水
道事業会計、農業集落排水
事業会計の資金不足額はあ
りません。

議会費 7,06９万円
0．９％

衛生費
3億９,7９7万円 5．2％

商工費
3,858万円 0．5％

土木費
8億3,3９6万円
10．９％

消防費
2億5,710万円
3．4％

教育費
16億6,808万円
21．8％

公債費
6億3,673万円
8．3％

総務費
23億９９0万円
30．3％

民生費
11億4,631万円
15．0％

その他
2,373万円 0．3％

農林水産費
2億5,583万円 3．4％

5 広報おおいしだ 8.9




